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著者らは，組織や分野横断的な道路関連情報の流通による既存の情報提供サービスの高度化や新たなサー

ビスの創出に向けて，道路を軸とした位置参照方式である「道路の区間 ID 方式」の実用化を推進している． 

本稿は，本方式の実用化に向けた試みとして，官民連携による阪神高速道路の利用者への安全運転支援の

情報提供サービスの取り組みを報告する．具体的には，道路管理者の保有する安全運転支援に関する情報を

本方式に変換し，民間各社の情報センターに配信する．民間各社は，情報提供サービスの一環で道路利用者

に受信した情報を提供する． 
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The authors are developing new location referencing method called “Road Section Identification Data set (RSIDs)” 

for enhancing road related data distribution.  
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1. はじめに 

著者らは，組織や分野横断的な道路関連情報の流

通による既存の情報提供サービスの高度化や新たな

サービスの創出に向けて，道路を軸とした位置参照

方式である「道路の区間 ID 方式 1)（以下，「ID 方式」

という．）」の実用化を推進している．ID 方式は道路

の区間上の基点からの道程で位置を表現する位置参

照方式である．  

都市高速の情報提供サービスに着目すると，安全

運転支援に係わる道路関連情報を提供している．現

在は，道路情報板，道路標識，路面標示や Web サイ

トなどによる提供方法である．都市高速では，より

きめ細やかな情報を広く道路利用者に提供すること

を今後の目標として挙げている． 

この実現の一方策として，都市高速の保有する安

全運転支援に係わる道路関連情報の位置表現を ID

方式に変換し流通させる．民間各社は情報提供サー

ビスの一環として，カーナビゲーションやスマート

フォンなどの媒体を通じて，道路利用者へ道路関連

情報を提供できると考えられる． 

本稿は，官民連携による ID 方式を用いた都市高

速における安全運転支援の情報提供サービスの取り

組みを報告する． 

 

2. 阪神高速における課題認識 

阪神高速（以下，「阪高」という．）は，平成 19

年度より阪高内の事故件数削減を重点目標とし，滑

り止め舗装の実施，料金所の運用改善，ETC 専用レー

ンのカラー化，道路標識や区画線の改善など各種交

通安全対策に取り組んできた 2)．しかし，依然とし

て年間 6,000 件を超える交通事故が発生しているた

め，更なる事故削減を目指してハード（施設対策な

ど），ソフト（広報・啓発活動など）両面で対策を講

ずるべく取り組む必要がある． 

そのため，道路利用者の安全運転を支援するソフ

ト対策を一層強化する必要があると考えている．そ

こで，阪高は図-1 に示すような，これまで培ってき

た安全対策の知見をまとめている 3)． 

しかし，このまとめた知見は図-2 に示すように，

年報や統計資料の作成など社内利活用にとどまって

いる．このため，阪高の持つ知見をいかにして道路

利用者へ伝えるかが検討課題となっている． 

現在の阪高が保有する情報提供媒体（Web サイト

など）だけでは，阪神高速道路を利用中の道路利用

者に道路関連情報を広く確実に提供することは困難

である．一方，民間各社が情報提供している媒体や

サービスは洗練されており，利用者は数百万人以上 

『チェック！要注意地点はここだ』（阪高SAFETYナビ）より

ここから注意しよう
11号池田線への
分岐をすぎると
すぐ急カーブです。

運転のポイント
カーブ手前で
十分減速するとともに、
カーブ後の11号池田線
との合流にも注意して
走行しましょう。

 
図-1 交通安全対策に向けた提供情報の一例 

 

交通統計システム（阪高）

【交通事故関連情報】

年報
対策情報

阪高Webサイトなど

情報センターA
（民間等）

ドライバー ドライバー ドライバー

社内利活用

情報センターB
（民間等）

検討課題

 

図-2 交通事故関連情報の利活用状況 

 

に上る．そのため，民間各社の情報提供サービスに

阪高の持つ知見を反映した道路関連情報を流通させ

ることで，広く確実に道路利用者に提供できると期

待される． 

そこで，著者らは阪神高速道路の利用者に対して，

「安全」，「安心」，「快適」に係わる情報の提供を目

標とし，ID 方式を用いて交通事故多発地点情報，工

事予定情報や分合流部における安全運転支援情報の

情報提供サービスの構築に取り組むこととした． 

なお，上記 3種類の情報の特性は 3-3節で述べる． 

 

3. 安全運転支援に向けた情報提供サービスの構築 

3-1 実現に向けたロードマップ 

情報提供サービスを実現するため，3 つのサービ

スステップを 3 ヶ年で実施する計画とした． 
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表-1 ステップごとの実験概要 

サービスステップ
目標実験年度

（年度）

提供対象情報（3種類）
用いる基盤

（位置表現方法）

交通事故
多発地点
情報

工事予定
情報

分合流部に
おける

安全運転
支援情報

ID方式

道路基盤
地図情報

（車線レベル）
＋ID方式

１：情報提供 2012 ◎ ◎ ◎ ○

２：詳細情報提供 2013 ○ ○ ◎ ○ ○

３：警告など 2014 ○ ○ ◎ ○ ○

凡例：◎は各ステップで力点を置く検討対象 ○は各ステップの検討対象  

 

表-1 に示すように，初年度のステップ 1 は，阪高

の保有する道路関連情報の位置表現を ID 方式に変

換し民間企業へ組織横断的に流通させる実験を実施

する．また，実験結果をうけて順次実用化する予定

である． 

ステップ 2，3 は，初年度に大縮尺道路地図である

「道路基盤地図情報 4)」と ID方式とを組み合わせた，

より高度な情報提供方法を検討する．そして，来年

度から実験に着手することを目標としている．本稿

はステップ 1 の取り組み状況を報告する． 

 

3-2 官民連携による情報提供の仕組み 

本節はステップ 1 の情報提供の仕組みを説明する．

情報提供サービスは図-3 a)～d)に示す 4 つの構成か

らなる．以下に各構成の詳細を説明する．また，以

降は道路関連情報を「コンテンツ」と称する． 

a) 3 種類のコンテンツ配信システム 

本システムは，阪高の保有する 3 種類のコンテン

ツ（交通事故多発地点情報，工事予定情報および分

合流部における安全運転支援情報）をインターネッ

ト専用線で接続された図-3 b)に配信する．本システ

ムの開発は阪高が担当した． 

b) ID 方式へのコンバータ/配信システム 

本システムは，図-3 a)より配信されたコンテンツ

の位置表現を ID 方式へ変換する．ID 方式へ変換済

みのコンテンツは本システム内に蓄積し，インター

ネット網を介して民間各社へ配信する．本システム

の開発は日本デジタル道路地図協会（以下，「DRM

協会」という．）の協力を得て国総研が担当した． 

c) ID 方式対応の地図 

ID 方式は図-4 右に示すように，道路の幾何形状

（トポロジ）のみを表現している．一方，コンテン

ツを授受する地図は図-4 の左に示すようにトポロジ

と道路形状（ジオメトリ）とを持つ．ID 方式の位置

表現のコンテンツを地図に重畳するには，事前に図

インターネット
専用線

インターネット
網

約30分後に通過する○○ICか
ら1km付近から○○IC間では、
路面清掃規制が予定されてい

ます。ご注意ください。

【民間サービスＡ】
この先の合流部では雨天

時の事故が多く起こって
います。ご注意ください。

この先の合流部では雨天

時の事故が多く起こって
います。ご注意ください。

この先の合流部では雨天

時の事故が多く起こって
います。ご注意くださ

い。

【民間サービスＢ】

約30分後に通過する○○ICか
ら1km付近から○○IC間では、

路面清掃規制が予定されてい

ます。ご注意ください。

約30分後に通過する○○ICか
ら1km付近から○○IC間では、

路面清掃規制が予定されてい
ます。ご注意ください。

民間サービス
プロバイダB

民間サービス
プロバイダA

3G回線

インターネット
網

a) ３種類の
コンテンツ
配信システム

b) ＩＤ方式への
コンバータ
/配信システム

d) 情報提供アプリケーション

c)ＩＤ方式対応
の地図

交通事故
多発地点情報

工事予定情報

分離合流部の
安全運転支援情報

３種類の
コンテンツ

ＩＤ方式

ID方式
データ

ID方式
データ

ID方式
データ

オリジナル
データ

 

図-3 情報提供サービスの実験構成 

 

:参照点（端点）

:区間

52351300004

5235130002

:区間ID

:参照点ID

5235130015
5235800003

52351300011

5235100010

52350300025

【道路の区間ID
によるネットワーク】

豊中南ランプ

【ゼンリンの
地図データ】

 

図-4 ID 方式と地図データの比較 

 

現地

地図

道路の区間ＩＤ
テーブル

参照点

区間

 
図-5 ID 方式と地図の適用イメージ 

 

-5 で示すようにゼンリン（以下，「ZRN」という．）

の地図に ID 方式の区間と参照点からなる道路の区

間 ID テーブル（以下，「ID テーブル」という．）を

関連付ける必要がある．本作業は ZRN が担当した．

ID テーブルを地図に関連付ける作業は，情報提供
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サービスの位置表現で重要な役割を占める．一度関

連付けると，今後は，新規路線の開通や路線のバイ

パス化などの更新分の差分データの追加のみで済む． 

d) 情報提供アプリケーション 

本アプリケーションは，図-3 b)より配信されるコ

ンテンツを道路利用者に提供する．開発はナビタイ

ムジャパン（以下，「NTJ」という．），ゼンリンデー

タコム（以下，「ZDC」という．）および本田技研工

業（以下，「Honda」という．）が担当した．実現イ

メージは 3-3 節で説明する． 

このように，官民連携の仕組みにより，阪高がま

とめた知見をコンテンツとして道路利用者へ的確に

配信する情報提供サービスが実現できる． 

 

3-3 情報提供サービスの実現イメージ 

図-6 は，情報提供サービスの実現イメージを示し

ており，3 つコンテンツの内容を以下に示す． 

a) 交通事故多発地点情報 

この情報の提供目的は，まさしく事故の削減であ

る．阪高は事故多発地点の発生要因（日別，曜日別

や天候および運転者属性など）を分析し，知見をま

とめている（図-1 参照）．この知見を踏まえ，道路利

用者に対して適切なタイミングに注意喚起する． 

b) 工事予定情報 

この情報の提供目的は，工事実施路線における渋

滞緩和や事故防止である．路線や区間ごとの工事予

定情報には工事実績情報も含み，経路探索や当該区

間の通行時（リアルタイム）に提供する． 

c) 分合流部における安全運転支援情報 

この情報の提供目的は，分岐や合流直後の車線変

更に伴う事故の防止である．阪神高速道路の一部は，

合流後の車線減少や分岐までの距離が短いため，車

線変更を適切な場所で行える案内や注意喚起の情報

を提供する． 

この情報提供サービスの一例を図-7 に示す．NTJ

はスマートフォン，ZDC は Web ページに情報提供す

るサービスである． 

 
3-4 システム構築で得られた知見 

本節は，情報提供サービスの構築を通じて得られ

た知見を述べる． 

a) コンテンツの流通仕様 

本項は，異なる地図やシステム間でコンテンツを

授受するために作成した流通仕様から得た知見を述

べる．ID 方式の位置表現のコンテンツを流通させる

には，送受信者で授受する規約 6)が必要となる．著

b) 工事予定情報a) 交通事故多発地点情報 c) 分合流部における安全
運転支援情報

路線内の事故多発地点における注意喚
起を目的に、時間帯別や曜日別などの
統計情報から導き出される事故多発地
点をドライバーに通知する。

工事区間での渋滞、事故緩和を目的に路
線、場所ごとの工事予定・実績情報を元
に経路検索時や該当区間の通行前にドラ
イバーに通知する。

特に複雑な合流・分岐地点での事故緩和
を目的に、適切な車線変更や注意喚起を
ドライバーに通知する。

！

この先、合流が有ります。
合流付近の車両に
ご注意ください。

通過予定の○○ICから1km付

近から○○IC間では、規制に
よる工事が予定されていま

す。ご注意ください。

この先、急カーブでは

施設との接触事故が多発して
います。十分に減速して走行

しましょう。

！

 

図-6 情報提供サービスのイメージ 

 

注意：事故多発地点

NTJによる
サービス例

ZDCによる
サービス例

この先、分岐があります。
前⽅⾞両にご注意ください。

 

図-7 各社によるサービス例 

 

者らは，この規約をコンテンツ流通仕様と呼ぶ． 

本実験で作成したコンテンツ流通仕様は，図-3 a)

～b)間，b)～d)間で配信されるコンテンツの取扱い

をまとめている．阪高から配信される各コンテンツ

は，阪高保有の既存システムを元に生成している． 

一例として，工事予定情報には，工事開始・終了

区分，作業開始・終了時間，対象区間の距離標や対

象車線などの属性を保持している．また，短い区間

で分岐や合流を繰り返す路線を判断するため，路線，

場所区分や渡り線の各コードなどの属性も保持して

いる．コンテンツが保持する属性は，位置表現を ID

方式に変換する以外を除き，フィルタリングをせず

に配信する． 

これは，民間各社が道路利用者に提供する情報の

加工の際に十分な素材となるように，阪高がまとめ

た知見のすべてを配信する方針としたのが理由であ

る． 

今後，配信コンテンツを追加する場合も今回のよ

うに，コンテンツ流通仕様を作成する必要がある． 
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b) 参照点の整備 

短い区間で分合流を繰り返す都市高速道路の構造

特性を踏まえて 3 種類のコンテンツを提供するため，

今回の実験では，現状の阪神高速道路管内の ID テー

ブル 5)に対して約 300 箇所の距離標参照点を追加整

備した．整備によって得られた知見を述べる． 

ID 方式の参照点は，交差点，距離標，県境，市区

町村境およびその他道路管理者が定める点の 5 種類

を定義している 5,6)．しかし，阪高を含む都市高速道

路管内の距離標は，原典のデジタル道路地図に収録

されていなかったため，ID テーブルの距離標参照点

が未整備となっていた．都市高速道路は，別の路線

に接続する渡り線や分合流などを短い区間で繰り返

す構造特性を有している．このため，適切なタイミ

ングや場所で道路利用者へコンテンツを提供するに

は，距離標参照点を用いるのが得策と考えられる． 

そこで，位置正確度の最も高い阪高の大縮尺道路

地図である道路基盤地図情報を用いて距離標参照点

を整備した．これにより，従来の ID テーブルより緻

密に位置を表現することができる．このことから，

配信するコンテンツの性質や利用する場所を踏まえ

ると，阪高をはじめ都市高速道路で情報提供サービ

スを実現するには，距離標参照点を充実させるのが

一方策となる． 

c) 地図データと ID 方式との関連付け作業 

本項は，前項 b)で新規に整備した約 250km にわた

る阪神高速道路用の ID テーブルと ZRN の保有する

地図とを関連付ける作業から得られた知見を述べる． 

図-8 に料金所付近における ID 方式を関連付ける

作業の一例を示す．図-8 a)は ZRN が地図の属性とし

て整備している都市高速道路のネットワークを示し

ている．この道路ネットワークを ID 方式で表現する

と，図-8 b)となる 1)．ID 方式の位置表現のコンテン

ツを地図に重畳するには，図-8 c)に示すように，図

-8 a)と b)とを関連づける必要がある． 

図-8 c)をみると，参照点 A が複数付与されている

ばかりではなく，区間として扱うリンクを参照点 A

に包括している．ID 方式は，二条化の道路や交差点

を抽象化して区間と参照点を定義している 5,6)．その

ため，図-8 b)の参照点 A を図-8 c)に示すように同じ

参照点をノードやリンクに問わず複数付与する必要

がある．参照点 A として複数のノードやリンクが包

括されても配信されたコンテンツを地図上に正しく

表現できる．これは，コンテンツの属性に，位置を

示す対象区間，参照点からの距離，上下区分や起終

点が接続する参照点が保持されているのに起因する． 

a) ZRNの道路ネットワーク

c) ID方式と地図データの関連づけ

b) ID方式による区間と参照点

区間A 区間B

参照点A

下り

上り

区間Ａ

参照点A

区間Ｂ
参照点A

区間Ａ

参照点A 区間Ｂ

参照点A

参照点A

ノード1
リンク1-x

ノード3

リンク3-x
ノード2 リンク2-4

ノード4

リンク4-x

リンク1-3
リンク2-x

リンク2-y

リンク1-y

リンク3-y

リンク4-y

 

図-8 ID 方式のネットワークデータの紐づけ 

 

d) 知見のまとめ 

本項は，前項までで述べたステップ 1 の取り組み

で得られた知見を以下のとおり総括する． 

 コンテンツの流通仕様は，官民共通（関係者全員）

の認識の下で定める．とくに，分合流部における

コンテンツは，道路管理者特有の取扱いや運用

ルールが設けられていることがあるので，留意し

て詳細を確認する必要がある． 

 参照点の整備は，都市高速道路の構造や提供する

コンテンツの条件を踏まえ，距離標参照点を整備

するのも一方策である． 

 今回のコンテンツの重ね合わせに用いる地図と

ID テーブルとの関連付けは手作業で対応したが，

今後はプログラム化などの効率化の措置を講ず

るのも一案である． 

これらの得られた知見は，新たな安全運転支援に

向けた情報提供サービスの構築や他の都市高速各社

の情報提供サービスの高度化に寄与できると著者ら

は考えている． 
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4. 今後の展開 

本稿を執筆している 2012 年 10 月末時点ではシス

テム構築の最終段階にきている．今後，テストを重

ねて実験を開始する予定である． 

実験の実施にあたり実用性の評価は道路管理者と

民間各社とで着眼点が異なる．それぞれの立場を踏

まえた総合的な評価が必要である．評価項目の一例

を表-2 に示す．阪高は道路管理者が持つ情報を流通

させることで，道路利用者の安全運転に寄与できた

かが着眼点となる．国総研および DRM 協会は，ID

方式による道路関連情報の流通の効率化や，位置表

現の正確性が着眼点となる． 

一方，民間各社は，地図を整備する ZRN は ID 方

式と自社の道路ネットワークの適応性や位置表現の

正確性などが着眼点となる．情報提供を行うアプリ

ケーションを開発している NTJ，ZDC および Honda

は道路利用者と直接の接点を持つことから，安全運

転の実現性，利便性の向上など道路関連情報による

各社のサービスレベルの向上や潤沢なコンテンツに

よる事業性が着眼点となる． 

評価方法は，アンケート調査とし，実験期間中に

道路利用者を対象に実施する．その結果はまとまり

次第，当該分野の関係者に報告する予定である． 

 

5. おわりに 

本稿は，官民連携による ID 方式を用いた都市高

速における安全運転支援の情報提供サービスの取り

組み状況を報告した． 

ステップ 1 は実験開始に向けた準備が着々と整っ

ており，関係者と調整のうえ今年度の実験開始と来

年度以降の本格運用を見据えて鋭意取り組んでいる． 

ステップ 1 の情報提供サービスの構築により得ら

れた知見から，都市高速各社で展開されている情報

提供サービスの高度化に寄与できると著者らは期待

している．実験結果はまとまり次第，当該分野の関

係者に報告をする予定である．また，その結果を受

けて，都市高速各社に対して情報提供サービスの導

入促進を図っていきたい． 

来年度以降は，ステップ 2，3 の実証実験の準備に

着手する．具体的には，ID 方式に加え，道路基盤地

図情報を用いた事前警告やレーン単位での情報提供

である．ステップ 2，3 の情報提供方法は，DRM 協

会で運営中の高度デジタル道路情報対応検討会と意

見交換を行って確立する予定である． 

以上の 3 ヶ年の活動を経て，著者らは，ID 方式お

よび道路基盤地図情報を用いた官民連携による安全 

表-2 事業者ごとの評価項目例 

阪神高速
国総研

/DRM協会
民間各社

安全安心への
効果

提供コンテンツの
過不足

◎ ○ ○

コンテンツの提供方法 ○ ○ ◎

コンテンツ提供による
動態変化

◎ ◎ ◎

ドライバーのニーズ
への解決策

◎ ○ ◎

・・・

ID方式による
効果

用途に応じた
位置表現の正確性

◎ ○

参照点設置の妥当性 ○ ◎ ○

異なる地図それぞれの
持つ誤差の

対応状況の確認
○ ◎

・・・

凡例：◎は評価の中心になる項目 ○は評価に関連する項目  
 
運転支援の情報提供サービスを実用化することを目

標としている． 
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